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(百万円未満切捨て)

１．2025年3月期第2四半期（中間期）の業績（2024年4月1日～2024年9月30日）

（１）経営成績(累計) (％表示は、対前年中間期増減率)

売上高 営業利益 経常利益 中間純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2025年3月期中間期 16,477 5.9 175 △35.4 302 △22.5 212 △28.5

2024年3月期中間期 15,557 1.4 271 △8.1 389 6.7 297 42.6

１株当たり
中間純利益

潜在株式調整後
１株当たり
中間純利益

円 銭 円 銭

2025年3月期中間期 19.10 －

2024年3月期中間期 26.71 －

（２）財政状態

総資産 純資産 自己資本比率

百万円 百万円 ％

2025年3月期中間期 27,372 18,531 67.7

2024年3月期 28,645 18,797 65.6

(参考) 自己資本 2025年3月期中間期 18,531百万円 2024年3月期 18,797百万円

２．配当の状況

年間配当金

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

2024年3月期 － － － 35.00 35.00

2025年3月期 － －

2025年3月期(予想) － 38.00 38.00
(注) 直近に公表されている配当予想からの修正の有無 ：無

３．2025年3月期の業績予想（2024年4月1日～2025年3月31日）

(％表示は、対前期増減率)

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 38,080 6.1 1,350 8.2 1,570 7.4 1,090 2.6 97.82
(注) 直近に公表されている業績予想からの修正の有無 ：無



※ 注記事項

（１）中間財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 ： 無

（２）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 無

② ①以外の会計方針の変更 ： 無

③ 会計上の見積りの変更 ： 無

④ 修正再表示 ： 無

（３）発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数（自己株式を含む) 2025年3月期中間期 11,800,000株 2024年3月期 11,800,000株

② 期末自己株式数 2025年3月期中間期 639,157株 2024年3月期 656,500株

③ 期中平均株式数（中間期） 2025年3月期中間期 11,148,539株 2024年3月期中間期 11,143,400株

(注)期末自己株及び期中平均株式数（中間期）を算定するための期中平均自己株式数については、「株式給付信託（J-ESOP）」制度に係

る信託財産として株式会社日本カストディ銀行（信託Ｅ口）が所有している当社株式を含めております。

※ 第２四半期（中間期）決算短信は公認会計士又は監査法人のレビューの対象外です

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項
本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基

づいており、その達成を当社として約束する趣旨のものではありません。また、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性が

あります。業績予想の前提となる条件及び業績予想のご利用にあたっての注意事項等については、添付資料４ページ「1.当中間決算に関

する定性的情報（４）業績予想などの将来予測情報に関する説明」をご覧ください。
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１．当中間決算に関する定性的情報

（１）経営成績に関する説明

文中の将来に関する事項は、当中間会計期間の末日において判断したものであります。

当中間会計期間におけるわが国の経済は、緩やかな回復の動きが続きました。物価高による実質賃金の低迷の影

響により弱含みで推移していた個人消費には、所得環境の改善に伴い持ち直しの動きが見られ、インバウンド需要

も引き続き増加基調で推移していることに加え、企業の設備投資意欲は底堅く、堅調な企業収益等を背景に持ち直

しの動きが続いております。一方で、長期化するウクライナ問題や中東情勢の緊迫化など、世界情勢が不安定化す

る中で、世界経済は引き続き後退リスクを抱えております。加えて、物価上昇を背景とした消費者マインドの悪

化、実質購買力の低下による個人消費の落ち込みや、資機材価格の高騰、人手不足に伴う供給制約による企業収益

の悪化が、設備投資意欲低下に繋がる懸念もあるなど、先行きは不透明な状況が続いております。

このような経済環境のもと当社におきましては、前期より繰り越した手持工事高は19,040百万円（前年同期比

1,473百万円、8.4％増）で新事業年度を迎えました。東京都水道局関連工事や、集合住宅等の給排水衛生設備工事

が減少いたしましたが、集合住宅における給湯・暖房工事のほか、静岡ガス株式会社および東京電力パワーグリッ

ド株式会社の設備投資計画に伴う工事やGHP（ガスヒートポンプエアコン）工事において大規模物件が多く完成い

たしました。

この結果、当中間会計期間における売上高は16,477百万円（前年同期比5.9％増）となりました。一方、利益面

では、ガス設備事業やガス導管事業において原価率の高い物件の完成が多かったことに加え、電設・土木事業にお

いて利益率の高い大規模物件の完成が減少したことにより営業利益は175百万円（前年同期比35.4％減）、経常利

益は302百万円（前年同期比22.5％減）となりました。また、中間純利益につきましては、前年度、投資有価証券

売却益34百万円を特別利益に計上したため、前年同期比28.5％減の212百万円となりました。

セグメント別の状況は次のとおりであります。

建築設備事業

前期より繰り越した手持工事高は5,825百万円（前年同期比615百万円、11.8％増）で新事業年度を迎えました。

集合住宅等の給排水衛生設備工事が減少しましたが、集合住宅の給湯・暖房工事やGHP工事、リノベーション工事

（排水管ライニング工事を含めた改修工事）において大規模物件が完成したことに加え、工場施設関連の営繕工事

も好調に推移いたしました。この結果、売上高は2,451百万円（前年同期比24.1％増）、経常損失117百万円（前年

同期は255百万円の経常損失）となりました。

ガス設備事業

前期より繰り越した手持工事高は3,232百万円（前年同期比33百万円、1.1％増）で新事業年度を迎えました。

LCS工事（戸建住宅の給排水設備工事）において、受注先における着工戸数が減少した影響で当社の受注も減少い

たしましたが、主力のガス設備工事が好調に推移したことに加え、ハイブリッド給湯器などの環境商材の拡販によ

り戸建住宅における給湯・暖房工事や機器工事が堅調に推移した結果、売上高は4,716百万円（前年同期比8.1％

増）となりました。一方、利益面につきましては、主にガス設備工事において原価率の高い物件が多く完成したこ

とで、経常損失15百万円（前年同期は59百万円の経常利益）となりました。

ガス導管事業

前期より繰り越した手持工事高は9,126百万円（前年同期比496百万円、5.8％増）で新事業年度を迎えました。

東京ガスネットワーク株式会社における設備投資計画に伴う受注は堅調に推移しているものの、繁華街や狭路など

施工条件が厳しい難工事が増加したことにより進捗率が低下し当中間会計期間の完成が減少いたしました。一方で

静岡ガス株式会社の設備投資計画に伴う工事において大規模物件が多く完成した結果、売上高は8,497百万円（前

年同期比2.1％増）となりました。一方で、利益面につきましては、一部の工種において利益率の低い大規模物件

が完成したことにより、経常利益は402百万円（前年同期比20.8％減）となりました。
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電設・土木事業

前期より繰り越した手持工事高は855百万円（前年同期比327百万円、62.0％増）で新事業年度を迎えました。東

京都水道局関連工事は、他工事との競合等の関係で現場の稼働が断続的であった影響により、当中間会計期間の完

成が減少いたしましたが、東京電力パワーグリッド株式会社の設備投資計画に伴う管路埋設工事において、大規模

物件が完成いたしました。この結果、売上高は777百万円（前年同期比10.1％減）となりましたが、利益率の高い

大規模物件の完成が減少したことにより、経常利益は26百万円（前年同期比64.1％減）となりました。

（２）財政状態に関する説明

当中間会計期間末における総資産は、前事業年度末の28,645百万円に比べて1,273百万円減少し、27,372百万円

となりました。

(流動資産)

当中間会計期間末における流動資産は、前事業年度末の18,197百万円に比べて1,909百万円減少し、16,287百万

円となりました。これは、未成工事支出金が844百万円、その他に含まれる仮払金が253百万円増加しましたが、現

金及び預金が657百万円、電子記録債権が440百万円、完成工事未収入金及び契約資産が1,886百万円減少したこと

が、主な要因であります。

(固定資産)

当中間会計期間末における固定資産は、前事業年度末の10,448百万円に比べて636百万円増加し、11,085百万円

となりました。

当中間会計期間末における固定資産のうち有形固定資産は、前事業年度末の6,237百万円に比べて30百万円減少

し、6,206百万円となりました。これは、資産を一部取得したものの、減価償却、除却により減少したことが、主

な要因であります。

無形固定資産は、前事業年度末の234百万円に比べて179百万円増加し、414百万円となりました。主な要因は、

基幹システムの構築によるソフトウェア仮勘定の増加によるものです。

投資その他の資産は、前事業年度末の3,977百万円に比べて487百万円増加し、4,464百万円となりました。これ

は、保有する株式の評価が下がったものの、新たな債券取得により投資有価証券が457百万円増加したことが、主

な要因であります。

当中間会計期間末における負債合計は、前事業年度末の9,848百万円に比べて1,006百万円減少し、8,841百万円

となりました。

(流動負債)

当中間会計期間末における流動負債は、前事業年度末の9,395百万円に比べて1,069百万円減少し、8,325百万円

となりました。これは、未成工事受入金が539百万円増加しましたが、支払手形が242百万円、工事未払金が1,045

百万円、未払法人税等が247百万円減少したことが、主な要因であります。

(固定負債)

当中間会計期間末における固定負債は、前事業年度末の453百万円に比べて63百万円増加し、516百万円となりま

した。主な要因は、役員退職慰労引当金と株式給付引当金の増加によるものです。

(純資産）

当中間会計期間末における純資産合計は、前事業年度末の18,797百万円に比べて266百万円減少し、18,531百万

円となりました。これは、中間純利益を212百万円計上しましたが、配当金に係る利益剰余金が402百万円、その他

有価証券評価差額金が100百万円減少したことが、主な要因であります。
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（３）当期のキャッシュ・フローの状況

(現金及び現金同等物）

当中間会計期間における現金及び現金同等物(以下、「資金」という。)は、7,267百万円となりました。

(営業活動によるキャッシュ・フロー)

当中間会計期間の営業活動による資金は576百万円の収入（前年同期は161百万円の収入）となりました。主なプ

ラス要因は、税引前中間純利益299百万円、減価償却費129百万円、売上債権の減少2,395百万円、未成工事受入金

の増加539百万円であり、主なマイナス要因は、未成工事支出金の増加844百万円、仕入債務の減少1,288百万円、

法人税の支払額312百万円であります。

(投資活動によるキャッシュ・フロー)

当中間会計期間の投資活動による資金は825百万円の支出（前年同期は382百万円の支出）となりました。主なプ

ラス要因は、投資有価証券の売却による収入300百万円であり、主なマイナス要因は、無形固定資産の取得による

支出158百万円、投資有価証券の取得による支出902百万円であります。

(財務活動によるキャッシュ・フロー)

当中間会計期間の財務活動による資金は408百万円の支出（前年同期は351百万円の支出）となりました。これ

は、配当金の支払額401百万円が主な要因であります。

（４）業績予想などの将来予測情報に関する説明

文中の将来に関する事項は、当中間会計期間の末日において判断したものであります。

2025年３月期の個別業績予想につきましては、主要取引先からの受注は堅調に推移しており、現時点では2024年

５月13日付の「2024年３月期 決算短信」で発表いたしました個別業績予想に変更はありません。しかしながら、

物価上昇、資機材価格の高騰の影響等により、業績予想の修正の必要性が発生した場合には速やかに開示いたしま

す。
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２．中間財務諸表及び主な注記

（１）中間貸借対照表

(単位：千円)

前事業年度
(2024年３月31日)

当中間会計期間
(2024年９月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 7,925,694 7,267,893

受取手形 77,329 8,857

電子記録債権 802,320 361,740

完成工事未収入金及び契約資産 6,431,760 4,545,179

未成工事支出金 2,468,285 3,312,929

原材料及び貯蔵品 72,214 73,342

その他 442,464 735,087

貸倒引当金 △23,010 △17,514

流動資産合計 18,197,059 16,287,514

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 3,141,762 3,074,165

機械装置及び運搬具（純額） 2,096 1,972

工具、器具及び備品（純額） 110,879 148,746

土地 2,946,007 2,946,007

リース資産（純額） 36,264 35,462

有形固定資産合計 6,237,010 6,206,355

無形固定資産

ソフトウエア 75,144 76,874

ソフトウエア仮勘定 132,308 309,980

その他 27,324 27,324

無形固定資産合計 234,776 414,178

投資その他の資産

投資有価証券 3,318,242 3,775,481

その他 660,974 690,787

貸倒引当金 △2,133 △1,562

投資その他の資産合計 3,977,083 4,464,706

固定資産合計 10,448,870 11,085,239

資産合計 28,645,930 27,372,754
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(単位：千円)

前事業年度
(2024年３月31日)

当中間会計期間
(2024年９月30日)

負債の部

流動負債

支払手形 289,373 46,599

工事未払金 5,162,918 4,117,473

リース債務 14,474 14,306

未払法人税等 348,892 101,824

未成工事受入金 1,763,548 2,302,769

賞与引当金 829,391 740,585

工事損失引当金 － 22,853

その他 986,505 978,887

流動負債合計 9,395,105 8,325,299

固定負債

リース債務 25,414 24,702

退職給付引当金 159,315 143,466

役員退職慰労引当金 149,230 171,233

株式給付引当金 65,872 98,380

資産除去債務 45,910 58,452

その他 7,290 20,212

固定負債合計 453,033 516,448

負債合計 9,848,139 8,841,748

純資産の部

株主資本

資本金 590,000 590,000

資本剰余金 1,918 23,254

利益剰余金 17,906,822 17,716,774

自己株式 △568,426 △565,987

株主資本合計 17,930,314 17,764,040

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 867,475 766,964

評価・換算差額等合計 867,475 766,964

純資産合計 18,797,790 18,531,005

負債純資産合計 28,645,930 27,372,754
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（２）中間損益計算書

(単位：千円)
前中間会計期間

(自 2023年４月１日
至 2023年９月30日)

当中間会計期間
(自 2024年４月１日
至 2024年９月30日)

売上高 15,557,309 16,477,214

売上原価 14,086,177 15,168,922

売上総利益 1,471,132 1,308,292

販売費及び一般管理費 1,199,376 1,132,671

営業利益 271,755 175,620

営業外収益

受取利息 3,085 4,497

受取配当金 63,459 77,176

受取手数料 6,839 10,464

不動産賃貸料 11,940 20,340

保険解約返戻金 22,319 819

貸倒引当金戻入額 2,858 6,067

雑収入 21,762 18,996

営業外収益合計 132,265 138,362

営業外費用

不動産賃貸費用 3,424 7,009

支払手数料 8,521 4,769

雑支出 2,302 54

営業外費用合計 14,249 11,833

経常利益 389,771 302,149

特別利益

投資有価証券売却益 34,765 －

特別利益合計 34,765 －

特別損失

固定資産除却損 1,916 2,543

特別損失合計 1,916 2,543

税引前中間純利益 422,620 299,605

法人税、住民税及び事業税 107,401 62,224

法人税等調整額 17,552 24,485

法人税等合計 124,953 86,709

中間純利益 297,666 212,896
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（３）中間キャッシュ・フロー計算書

(単位：千円)
前中間会計期間

(自 2023年４月１日
至 2023年９月30日)

当中間会計期間
(自 2024年４月１日
至 2024年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前中間純利益 422,620 299,605

減価償却費 88,747 129,008

貸倒引当金の増減額（△は減少） △2,888 △6,067

賞与引当金の増減額（△は減少） △66,003 △88,806

株式給付引当金の増減額（△は減少） 33,587 32,508

工事損失引当金の増減額（△は減少） 50,462 22,853

退職給付引当金の増減額（△は減少） △26,403 △15,848

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △55,971 22,002

受取利息及び受取配当金 △66,544 △81,674

有形固定資産除却損 1,916 2,543

売上債権の増減額（△は増加） 1,376,807 2,395,633

未成工事支出金の増減額（△は増加） △1,247,327 △844,643

棚卸資産の増減額（△は増加） 6,121 △1,127

未成工事受入金の増減額（△は減少） 934,830 539,221

仕入債務の増減額（△は減少） △1,022,372 △1,288,218

保険解約返戻金 △22,319 △819

その他 △178,867 △309,128

小計 226,395 807,044

利息及び配当金の受取額 66,544 81,674

法人税等の支払額 △131,537 △312,308

営業活動によるキャッシュ・フロー 161,402 576,410

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △450,501 △70,335

無形固定資産の取得による支出 － △158,096

投資有価証券の取得による支出 △402,313 △902,344

投資有価証券の売却による収入 429,435 300,000

貸付けによる支出 △9,000 △1,000

貸付金の回収による収入 5,621 3,439

その他 44,253 2,566

投資活動によるキャッシュ・フロー △382,505 △825,770

財務活動によるキャッシュ・フロー

リース債務の返済による支出 △7,030 △6,900

配当金の支払額 △344,540 △401,540

財務活動によるキャッシュ・フロー △351,571 △408,441

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △572,675 △657,801

現金及び現金同等物の期首残高 7,626,089 7,925,694

現金及び現金同等物の中間期末残高 7,053,414 7,267,893
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（４）中間財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

該当事項はありません。

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記）

当社は、2024年７月11日開催の取締役会の決議に基づき、譲渡制限付株式報酬として自己株式17,143株の処分を

行いました。この結果、当中間会計期間において自己株式が17,143株減少し、当中間会計期間末において自己株式

が565,987千円となっております。

（追加情報）

当社は、従業員に対して自社の株式を給付するインセンティブプラン 「株式給付信託（J-ESOP）」を導入して

おります。

１．取引の概要

本制度は、あらかじめ当社が定めた株式給付規程に基づき、一定の要件を満たした当社の従業員に対し当社株式

を給付する仕組みであります。当社は、従業員に対し資格等級等に応じたポイントを付与し、一定の条件により受

給権を取得したときに当該付与ポイントに相当する当社株式を給付します。従業員に対し給付する株式について

は、あらかじめ信託設定した金銭により将来分も含め取得し、信託財産として分別管理するものであります。

２．信託に残存する自社の株式

当社は、信託に残存する当社株式を、信託における帳簿価格により、純資産の部に自己株式として計上しており

ます。当該自己株式の帳簿価格及び株式数は、前事業年度末532,386千円、369,200株、当中間会計期間末532,098

千円、369,000株であります。
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（セグメント情報等）

Ⅰ 前中間会計期間(自 2023年４月１日 至 2023年９月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報

（単位：千円）

報告セグメント

計
調整額
(注)１

中間

損益計算書

計上額

(注)２
建築設備

事業

ガス設備

事業

ガス導管

事業

電設・土木

事業

売上高

一時点で移転される財 1,257,044 4,239,440 8,043,766 474,751 14,015,003 32,902 14,047,906

一定の期間にわたり移転

される財
718,665 124,379 276,415 389,942 1,509,403 － 1,509,403

顧客との契約から生じる

収益
1,975,710 4,363,820 8,320,181 864,694 15,524,406 32,902 15,557,309

(1)外部顧客に対する

売上高
1,975,710 4,363,820 8,320,181 864,694 15,524,406 32,902 15,557,309

(2)セグメント間の

内部売上高又は振替高
－ － － － － － －

計 1,975,710 4,363,820 8,320,181 864,694 15,524,406 32,902 15,557,309

セグメント利益又は

損失(△)
△255,501 59,837 507,403 73,737 385,478 4,293 389,771

(注) １. 調整額は、以下のとおりであります。

(1)外部顧客への売上高の調整額は、工材販売手数料等の表示区分調整額32,902千円であります。

(2)セグメント利益又は損失（△）の調整額4,293千円は、各報告セグメントに配分していない損益でありま

す。

２. セグメント利益又は損失（△）は、中間損益計算書の経常利益と調整を行っております。

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。
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Ⅱ 当中間会計期間(自 2024年４月１日 至 2024年９月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報

（単位：千円）

報告セグメント

計
調整額
(注)１

中間

損益計算書

計上額

(注)２
建築設備

事業

ガス設備

事業

ガス導管

事業

電設・土木

事業

売上高

一時点で移転される財 1,376,897 4,562,648 8,168,943 465,456 14,573,946 33,089 14,607,035

一定の期間にわたり移転

される財
1,075,071 154,032 328,817 312,257 1,870,178 － 1,870,178

顧客との契約から生じる

収益
2,451,968 4,716,680 8,497,761 777,713 16,444,124 33,089 16,477,214

(1)外部顧客に対する

売上高
2,451,968 4,716,680 8,497,761 777,713 16,444,124 33,089 16,477,214

(2)セグメント間の

内部売上高又は振替高
－ － － － － － －

計 2,451,968 4,716,680 8,497,761 777,713 16,444,124 33,089 16,477,214

セグメント利益又は

損失(△)
△117,377 △15,167 402,083 26,506 296,045 6,104 302,149

(注) １. 調整額は、以下のとおりであります。

(1)外部顧客への売上高の調整額は、工材販売手数料等の表示区分調整額33,089千円であります。

(2)セグメント利益又は損失（△）の調整額6,104千円は、各報告セグメントに配分していない損益でありま

す。

２. セグメント利益又は損失（△）は、中間損益計算書の経常利益と調整を行っております。

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。

（収益認識関係）

顧客との契約から生じる収益を分解した情報は、「注記事項（セグメント情報等）」に記載のとおりであります。
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３．その他

（１）受注高、売上高の状況

前中間会計期間 （自 2023年４月１日 至 2023年９月30日） （単位：千円）

種類別 前期繰越高 当期受注高 売上高 受注残高

建築設備事業 5,210,110 3,255,591 1,975,710 6,489,991

ガス設備事業 3,199,042 5,055,770 4,363,820 3,890,992

ガス導管事業 8,629,640 9,005,989 8,320,181 9,315,448

電設・土木事業 528,417 1,695,587 864,694 1,359,310

その他 － 32,902 32,902 －

合計 17,567,211 19,045,841 15,557,309 21,055,742

（注）その他は工材販売手数料等であります。

当中間会計期間 （自 2024年４月１日 至 2024年９月30日） （単位：千円）

種類別 前期繰越高 当期受注高 売上高 受注残高

建築設備事業 5,825,602 3,118,109 2,451,968 6,491,742

ガス設備事業 3,232,780 5,568,317 4,716,680 4,084,417

ガス導管事業 9,126,498 8,807,527 8,497,761 9,436,264

電設・土木事業 855,822 1,008,478 777,713 1,086,587

その他 － 33,089 33,089 －

合計 19,040,703 18,535,522 16,477,214 21,099,011

（注）その他は工材販売手数料等であります。


